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電子計算機導入計画の概要
中辻卯
I まえがき
1967年度「コンビューク白書」が示す特長として，揺簑期を脱したコンI:."
ュータ産業， MISを指向する企業経営，静かに進む会計革命，情報産業台
頭のきざし，とともに中小企業に対するコンビュータの普及の 5つをあげて
いる。
コンビュータが中堅企業を中心に，中小企業の分野にも急速に普及してき
たことは， 1966年におけるコンビュータ経営のひとつの特徴的傾向である。
1957年（昭和32年）にわが国にはじめてコンビュークが導入されて以来，
その普及速度はまことにいちじるしいものがあったが（第 1表，第 2表参
照），それは主として大企業を中心とするものであって，中堅企業をふくむ中
小企業の領域におけるコンビュータの普及ほ，きわめて最近になってからの
第1表わが国のコンビュータの生産および輸入実績
生 産 輸 入 輸入（依％存）率
(10金0万円）（額A) 
指数
(10金0万円）（額B) 
指数 （丑）1960=100 1960=100 
1957年 39 2 530 17 94 
1958 240 12 1,980 62 90 
1959 475 24 1,453 45 75 
1960 1,963 100 3, 188 100 62 
1961 3,832 195 8,747 275 70 
1962 7,955 405 14,638 456 65 
1963 16,840 855 21,564 625 56 
1964 22,366 1, 155 27,203 850 57 
1965 31,060 1,582 22,468 750 42 
1966 48,623 2,477 24,329 795 29 
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第2表各国のコンビュータ設置台数の推移（単位＝台）
1954年 1955 1957 1959 1960 I 1963 I 1965 I 1966 
アメリカ 54 263 1,350 3,612 4,600 14,000 26,340 28,500 
イギリス 2 15 66 171 234 626 1, 225 1,700 
西ドイツ 20 85 170 1,012 1,980 2,750 
フランス 15 60 125 791 1,320 1,550 
イタリア 10 55 100 592 1,000 1, 150 
日 畠本 3 46 102 870 1, 790 2,100 その
不明 不明 不明 1,445 2,955 6,705 (25カ
計 56 278 1,464 4,029 5, 331 29,336 36, 610 44,455 
注：「その他25カ国」および「計」にはカナダ (100台）およびソ連 (l,000台）が含
まれている。
第3表 企業規模別にみた機種別コンビュータ保有事業所数
機
企業規模別計
大型 小型
機種別計 124(100%) 
企 1人～ 500人 45(100) 0(0) 12(26. 7) 
雷模 5 0 1 人～ 1 , 0 0 0 人 45(100) 1(2. 2) 22(48. 9) 
1,001人～3,000人 34(100) 0(0) 11(32. 4) 
ことである。すなわち資本金 1億円～10億円のやや小規模な企業でのコンビ
ュータの導入ほ1962年（昭和37年）になるまで皆無であった。
ところが中小企業におけるコンビュータの採用が，各業界に於て， 63年か
ら普及しはじめ，急速に導入企業が増加した。全般的にみて，小型・超小型
が中心 (75%）を占め，中型は24.2％であり，小型，超小型が年ごとに急速
に普及しつつある。 (41年 8月実態調査）（第 3表参照）。
これは，系列企業に対する親企業からの経営合理化への圧力，労働力不足
による人件費高騰などが直接原因でもあるが，もうひとつ，中小企業向けの
超小型機が各メーカーで相ついて開発され，一斉に市場に売り出されたこと
や共同利用センターが各地に設置されるようになったことも促進的要因にな
っている。そして，このような中小企業分野へのコンピュータの普及傾向は，
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政府の中小企業近代化政策とも結びついて，こんごますます強められてくる
(1) 
であろう。
このような状況の下に於て，われわれとしてはコンビュータそのものの急
激な技術的進歩に対応して，経営に於ける活用をも効果あらしめるための種
々の問題点の解決に努力せねばならない。特に中小企業の場合，導入に対す
る経営者の理解と積極性，経営機械化の本質，経済性についての認識，受入
体制の整備等種々の問題が存在する。
ここでは，特に，受入体制の整備の問題として，コンビュータ (EDPS)導
入計画の概要について考察することとする。すでに大企業を中心として，各
国に於て相当数のコンビュータが使用されている現在（第 2表参照），導入計
(2) 
画に関する種々の論述も発表されているが，しかしまだ一般に認められた慣
例，或は標準として固定されたものは存在しない。その上，従来までの見解
は，アメリカの例によるもの，わが国の場合でも大企業の例によるものが多
く，それらをそのまま今後の中小企業の導入にあてはめるには，種々の問題
が発生すると思われる。すなわち，アメリカの場合の如く過去数十年にわた
る穿孔カード方式 (PunchedCard System)の発達の歴史を経験した結果，
相当程度の一般的事務処理方法の標準化，合理化が，取引手続の標準化，社
内諸手続の規定化が進展している，また主として事務管理手続や事務サービ
ス等事務管理機能を担当するスタッフ部門が確立している，その他システム
・エンジニャー，システム・アナリスト等と呼ばれるシステム専門家が養成
されている場合と比較して，或はまたわが国の今まですでに電子計算機を導
入した大企業の多くの例に見られる場合の如<,スタッフ部門がある程度ほ
(1) 日本電子計算開発協会編「1967年版コンビュータ白書」
(2) R.G.カニング著玉井康雄訳「経営のためのエレクトロニック・システム」（昭
33 産業図書）同上著竹中直文訳「電子計算機と経営管理」（昭35 日本生産性本
部） S.L.オプ トナー著植木繁択「経営のためのシステム分析入門」（昭36 日本能
率協会） S.F．ニューシェル著石川正一訳「管理システムの改善」（昭38 日本能率
協会） H.N.ラーデン他著産業能率短大訳「電算機システムの設計」（昭42 日刊工
業新聞社）高仲顕編「システム設計と管理」（昭40 朝倉書店）電々公社絹「システ
ム設計の手引」（昭39 日本事務能率協会）その他以下の脚注に示す。
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存在する場合，特定のスタッフが存在せずとも適性ある優秀な従業員が比較
的簡単に見出しうる場合と比較して，わが国の今後電子計算機を導入しよう
とする段階の企業に於ては，上記の如き機械化の前提としての一般的事務処
理方法の合理化が，ほとんどまだ実施されていない点，また社内に於て有識
(3) 
なシステム専門家を持たない点を特に問題として考慮しなけれぼならない。
さらに，今後の導入計画に関してのみではなく，従来までの計画案につい
ても見られることであるが，マネジメント的アプローチの軽視という傾向の
ある点を十分注意しなければならない。われわれはあくまで電子計算機を 1
つのツールと考え，この新しい技術を活用することによって，経営によりよ
い効果をもたらすこと，つまり経営或いは管理の要請に合致したシステムの
改善を第一義として取上げ，その確立，効果的実施のために電子計算機を有
効に利用することを考えねばならない。勿論従来までの簡単な機械化と異り．
電子計算機という新しい機械装置の機能，或は限界等の理解が不十分では機
械の効率を高め，その機能を十分に発揮させることができないが，あくまで
経営のニーズを達成するために，その強力な能力を噛合せて行くマネジメン
ト・システムにマシン・システムを包含させ，従属させて行く方法を取るこ
(4) 
とが重要である。
なおこのようなマネジメント・アプローチを成功させるために必要な経営
者の支持と援助，企業内の強い協力体制の必要をも強調したい。
以下これらの問題点とさらに最近の電子計算機の発展とを意識しながら，
若干の参考文献のうち一番体系的にまとまったものと考えるR.H．グレゴリ
(5) 
イとR.L．ファンホルンの著書を中心として，電子計算機導入計画の概要を
検討する。
(3) 岸本英八郎著「経営機械化の発展」（昭36 中央経済社） pp.225 ~ 290. 
(4) 前川良博稿「電子計算機と EDPシステム」（事務管理1966年5月号）
(S) R. H. Gregory and R. L. Van Hovn, Automatic Data-Processing Systems, 
1960 (Wadsworth). 
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l[ システム分析と設計
トップの発案と調査機関の設置
電子計算機を採用する企業は増加しつつあるが，自己の企業に於ても電子
計算機を導入する必要があるかどうか，或はそれ以前に事務の合理化を検討
する必要があるかどうかを発案するのは， トップ・マネジメントの重要な職
責である。企業によっては有能なスタッフによって，或は場合によっては特
定の部門に於て，それ以前にこの面の調査研究をすでにある程度進めている
(6) 
場合もあるだろうが（わが国の場合，前述の如く，今後電子計算機を導入し
ようとする段階の企業に於てこのようなスタッフが充実しているような形態
のところは恐らく見出せないであろう），近代企業に於ける全体的リーダーシ
ップの点から考えれば， トップ・マネジメントによる発議からスタートする
ことが，その高い水準を常に維持するために非常に重要である。勿論この段
階ではまだ具体的な詳細な目標の明示まで行うことはできないが，経営者と
してそのような意図を持つに至った動機，電子計算機を若し取入れるとした
ならば今後経営を進めて行く上にどのように関連させて行くべきと考えるか，
というような概略的な考え方を，一つの希望，指示として示すことは可能で
あり，また必要である。
さてこのような発議によって，それを具体的に調査するにあたり，どの機
関がどの程度に，どのように行うかが問題となる。
企業にすでに企画，調査等を取扱っている部署のある場合には，その担当
職制によって行われることになるであろうが，それ以外の場合には，普通各
部門から出される委員によって構成される委員会を編成し，そこで種々の角
(7) 
度から検討が加えられることになる。ただこの段階では概略的な検討で終り，
(6) B. L. J. Hart, Dynamic Systems Design, 1964. (Business Publication) pp. 
126~127. 
(7) 0. S. Nelson and R. S. Woods, Accounting Systems and Data Processing, 
1961 (South-Western) pp. 619~620. R. W. Lott, Basic Data Processing, 1967 
(Prentice-Hall) pp. 107-109. 
電子計算機導入計画の概要（中辻） (321) 103 
企業としてなお更にこの問題（デーク処理システムの検討，電子計算機導入
可否の問題）を取りあげる必要があるかどうかを， トップ・マネジメントに
(8) 
報告することで一応の任務は終了する。
委員会の報告にもとづいて， トップ・マネジメントはどの段階から詳細な
調査研究をはじめるかを，またどのような方法で実施するかを決定し，基本
方針として確立しなければならない。わが国の企業の場合，恐らくそのほと
んどがただちに電子計算機の導入の可否を問題にする以前にデータ処理シス
テムの検討をまず実施することが問題となるだろう。またそのような調査研
究を実施するために社外から適当な専門家を招き，前記の委員会を中心に社
内全員の協力を得て，システム分析と設計を実施する必要があるであろう。
'(9) 
システム分析と設計
デーク処理システムの分析と設計の目的は，企業の必要とする情報（現在
だけでなく将来の）を効果的に提供するようなデータ処理システムを組立て
ることである。
「システム分析」は，企業の経営管理を改善する目的で組織内の情報を集収
し，組織化し，また評価するための詳細な手続の一般的な研究である。シス
テム分析者は企業の必要な情報をその目的，作成されるリポート類，必要な
処理時間，仕事の負荷量，利用可能な入カデータ，問題領域の相対的重要性，
そして利用可能な設備―装置，人員及び手紘 の見地から検討する。
他方，「システム設計」は，新しいシステムを作成する創造的な段階である。
すなわちそれには企業目的を充当させるに必要な，空想的な，創作的な，計
画的な困難な作業が含まれる。それらはしばしばアウトプットされるリポー
ト類，帳票類，ファイルの数量と内容の形で示される。設計段階はその企業
の経営情報や作業情報に必要なものを満すために使用される処理方法，設備
及びデータをも考慮しなければならない。
システム分析と設計に関して考慮すべき一般的な共通的な重要問題，望ま
(8) 佐野丞稿「EDPシステム導入の進め方とそのボイント」（事務管理1967年6月
号）
(9) R. H. Gregory and R. L. Han Vom, ibid. pp. 378;...,413. 
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しい結果を達成する方法と手段の原則，普通とられる段階的方法の若干の問
(10) 
題については，すでに取扱ったこともあるので，ここでは機械装置設置の問
題に関する点と作成されるシステム設計の仕様書 (systemsspecifications)に
ついて述べる。
システム分析と設計によって，新しい機械装置の採用が，データを獲得し，
処理する費用を削減するか，或はリポート類の正確性，迅速性を上昇させ，
変化する経営管理の必要に適するような新しい種類の情報を確保できるとい
う可能性を見出した時，さらに研究を進める必要性を強調する報告書が作成
されるであろう。しかしながら非常に多くの場合，必ずしも新しい財務的支
出と増員の必要なしに現在のシステムを改善することによって，将来の活動
に必要なものに合致する適当な能力の拡大を行うことが可能なことがある。
この場合，機械化がただちに必要でないことを報告書に確認して示すことほ
非常に重要なことである。
システム研究が一応終了すれば，上記の機械化に関する問題点をも含めて，
調査結果にもとづいて， トップ・マネジメントに報告するためのシステム設
計の仕様書が作成される。
システム設計の仕様書を作成する出発点は，経営によって課せられた一連
の必要事項である。必要な情報の最初のリストには，そのような情報を提供
する可能性とか，或は必要なデータを集収しそして処理するに要する費用に
ほとんど，或は全く関係なしに必要なものが記述される。しかし現実的な目
標は，多くの可能性のあるシステムの費用と価値とをまず比較測定し，そし
てそれから価値が費用を最も上まわるものを選定することを求める。若しア
ウトプットされる情報の価値が，それを生み出すに必要な対応する費用に対
して金銭的に測定できるならば（可能な限り測定評価すべきであると考える
ーなおこの点については「経営機械化の経済性」の問題として別の機会に
取上げる。），この純利益（価値の費用超過額）の最大ということをシステム
設計の目的として記述することは，システム設計の基礎的な仕様書としては
(10) 拙稿「システム研究について」（商学論集第 7巻第 5号）．拙著「事務管理論」（昭
41 青山書店）
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役立つ。情報の価値のある正当な概念は存在するが，しかし一般的な理論が
欠けているため，システムの数多くのマイナーの目的を記述する一マイナ
ーのシステム基準に注意を集中することほ，サブ・オプテイマルなシステム
しか作れないという危険にもかかわらずー一のが従来の方法である。
システム設計のために一般に使用される補助的な仕様明細書ほ，次のよう
に分類される。
1. アウトプットされる情報—リポート類の内容，適時性，作成回数，
体裁，焦点，配布先，前もって計画されたまた予測されないランダムな質
問に答える能力，また企業の経営者，作業員，そして外部関係者と連絡す
るための方式と言語
2. 組織—アウトプットを受取る人，データの発生と処理の責任者，必
要な人事，予想される変化
3. 機械装置と費用ー一機械装置の性能，機械装置，設備及びその準備に
必要な投資額，導入と転換，固定費と変動費との新しい関係，仕事の負荷
量と増加量を処理できる拡大可能性，新しい適用業務に対する融通性
4. 安全性（誤謬に対する処置）一インプット・データの質，間違と誤
謬の検出と訂正，データと処理作業の操作に対する保護，作業と改訂結果
を追跡する能力，そして議事録やファイルを保存する期間と方法
上記のように若し事務処理の機械化の必要性を見出した場合には，電子計
算機や関連装置，処理可能な形にデータを集収するための新しい体系，ファ
イルの整理統合，報告と質問ー解答事務の改訂の必要等が仕様書に織込まれ
るが，新しい技術的設備の導入なしで現行システムの改善を実施しうる可能
性のある場合も多く見出し得ることに注目せねぽならない。
皿 適用可能性研究と機械化基本方針の確認
(11) 
適用可能l生研究
前段のシステム研究の結果にもとづいて，機械化の必要性が認識されたな
(11) R. H. Gregory and R.L. Van Horn, ibid. pp. 502~527 
清水千里稿「EDPシステムの基本構想のたて方」（事務管理1967年 6月号）
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らば， トップ・マネジメントはさらにその点の詳細な調査（適用可能性の研
究 feasibilitystudy) を実施する決定を行う必要がある。若し企業内のデー
タ処理システムの合理化がすでに以前より実行されていて機械化の問題が発
生した場合には，この段階からスタートすることになる。
この研究には組織の必要とするデータ処理を分析すること（前段の研究を
受継ぐ）とデータ処理のための新しい機械装置とそれに関連したシステムが，
どのような領域にまたどのように適用された場合，現在のシステムよりもよ
り効果的な結果をもたらすかを予備調査することが含まれる。目的は，単に，
さらに検討する価値のある領域を確認することにある。過度に詳細に行う必
要はないし，望ましくもない。
システム研究の結果を示す報告書ほ，目標，或は適用可能領域を選定する
ことを助けるだろうが，経営機械化の実績がある程度認められるようになっ
た現在，先発企業のその多くの貴重な経験を参考として，改善すべき明確な
目標をもってはじめるのが有利である。それによって研究すべき領域，新し
い機械装置，そして新しいシステムが正当化されるだろう。
経営機械化との関連において，経営（管理）活動の特色を見る場合，通常
大きく三つの内容，側面が考えられる。すなわち一つは経営活動にともなっ
て発生する種々のデータの処理を機械化することによってより合理化する問
題，—っには所謂経営管理のためのフィ ト・バック・コントロールを，電
子計算機によるクイムリーな情報処理，ランダムな利用可能性を基礎として
の例外原理による遂行により実施する側面，さらに三つには計画の総合化と
機動性の発揮に，新しい数学的経営技法と電子計算機を活用する場合が考え
られる。 （特殊な技術計算に利用する場合もある。）
これらの三つの側面のうちどの領域に重点を置いて経営機械化を進捗させ
て行くのがよいかを，企業の特色，システム研究の結果，先発企業の同様な
適用の経験，予想される効果と費用，必要な人員，資金，融通性，領域の諸
関係等を考慮して検討することが必要である。
この点について詳細に考察するのは他の機会に譲るが，簡単に述べると次
のような見解が基本的には必要であろう。
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第一の所謂データ処理，事務処理の機械化と言われる場合のほとんどは，
従来の手作業による事務処理の機械による代替と考えられる故に，この場合
には明らかに費用面における合理化（費用削減）が中心課題となることに留意
すべきである。その企業の事後処理作業の量が機械化必要限度以上に存在す
るかどうかが重要なボイントになるだろう。保険会社，証券会社等の多量発
生事務の機械化例はこの分野に属する。勿論事務処理のスビード化による情
報の早期入手が可能となる利点，従来の手作業によっては困難であったもの
が機械化によって可能になって新しい情報が得られるようになるという利点
等は考えられるが，いまここで対象となる作業の特色が，経営活動の実施後
に発生するデータの事後処理作業である点を考える時，それらの機械処理に
よるスビード化，新情報の入手による利点が，アクションに結びつくフード
バックに役立つ可能性がどの程度あらわれるかということを十分批判的に検
討して，その点その効果を過大に評過しないように注意しなければならない。
つぎに経営管理のフィードバック・コントロールの実施に電子計算機に活
用する問題については，現在のところ企業内の特定の部門，例えぽ生産工程
管理，在庫管理等にそのような可能性を容易に見出し得るような特色がある
かどうかに注意すべきである。化学工業のプロセス・コントロー）レ，自動車
工業の如き多数の在庫を持つ場合の管理等が特長ある例としてあげられる。
更にもう一つの側面である計画面に電子計算機を有利に活用できる可能性
が存在するかどうかを考慮する必要がある。電子計算機の計算能力，記憶能
ヵ，高速処理能力と経営計算技術との結合によった代替試案のテストによる
経営計画の作成に対する貢献は，すでに多くの企業で実績をあげている。し
かしこの点に於ける成否の鍵は，その企業の規模，業務内容が適用性を持つ
ことと，そのような作成作業を実施し得る有能な近代的技法に熟練した専門
スタッフ，及びそれらに利用し得る資料の確保が現在，或は近き将来可能か
どうかにかかってくることを十分考慮する必要がある。
経営活動に於て夫々の側面が単独に孤立して存在するのではなく，相互に
関連したものである故，理論的，理想的には経営活動のあらゆる面に電子計
算機を活用することが可能であり，また必要であろうが，電子計算機の技術
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的な制約によるよりも，むしろ企業そのものに存在する多くの否定的条件に
よって，まず最初は特定の領域に於て適用可能，また適用必要な条件が見出
しうるかどうかを検討する必要がある。
「たいして効果の大きくない単純なシステムを最初に取りあげると，真に経
済的な成果の大きいケースが無期延期されてしまう。また，一方，あまりに
大がかりなフ゜ロジェクトに取り組むと，情報システムを動かすまでの期間が
かかりすぎ，マネジメントには不満足である，というより，複雑なプロジェ
クトを消化する能力を持つ人がいないために，結局は失敗することが多い。
一般に，設置が比較的容易なシステムは節減の可能性が小さく，効果の大
きいシステムは比較的設置しにくい。」 と J．ディアデンと F.W.マックフ
(12) 
ァーランは言う。
結局，現在のシステムの費用と新しいシステムの費用（現在のシステムか
ら持ち越される置換されない費用，新しいシステムによって削減されうる費
用，必要な追加費用）の差と提案される新しいシステムから期待される附加
される効果の比較，その他必要な資本的支出額，時間，要員等が具体的に検
討される要素となるが，特に期待される効果を出来るだけ測定可能な状態で
具体的，計数的に把握することが必要である。 intangible benefitとして単
なる形式的な抽象的な文章のみで表現することはできるだけ避けるべきであ
る（なおこの点ほ「経営機械化の経済性」の問題として別の：機会に再論す
る）。（13)
研究の組織
適用可能性の研究を遂行する組織として，前の調査機関の如き委員会組織
(12) J. Dearden, F. W. McFarlan共著，村松林太郎，島田照代共訳「経営情報
システム」（昭42 建吊社） pp.28~29. 
(13) R. H. Gregory and R.-L. Van Hom, ibid. p. 504, 509. 0. S. Nelson 
and R. S. Woods, ibid. pp. 620~621. 
岡島陽一稿「EDPS導入計画の進め方」（ComputerReport 1966年 1月号）．黒
田宏稿「EDPシステム推進組織の作り方と運営」（事務管理1967年 6月号）．産業能
率短大システムデザイン研究会編「電子計算機導入ガイドブック」（昭41 日刊工業
新聞社） pp.127-~ 139. 
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も考えられるが，この段階の調査研究になると業務の性格の重要性と検討す
べき対象領域の拡大さとから，本職をもちながら片手間に委員をつとめるよ
うなものでない故，専任によるプロジェクト・チームとして編成するのがよ
い。
ライン部門の管理者が計画の立案，適用業務の選択，要員の供給，進行度
の検討等に積極的な協力を行うために，各部門の代表者によって構成される
委員会は，諮問機関，調整機関として，随時開くのがよい。
研究チームの性格として，機能と識責の異なる各部門の人々が，一つのシ
ステム目的に結ばれて相互に協力し，強い参画意識のもとに推進されるよう
に編成されることが強く要求されるので，参加する人々は，企業に於けるあ
る程度豊かな経験と知識を有し，かつ新しい創作的なこの作業に適するよう
な積極性のある中堅者が必要となる。このような人々は，いままでの夫々の
部門でも欠かせない重要人物であり，そのような人々を他に出すことは，な
にかと不都合が生ずるかも知れないが，企業にとって重要なプロジェクトで
あることを認識の上，最精鋭を投入して綱成する必要がある。
チームの各メンバーが，企業の必要とする情報とデータ処理技術について
の良き理解をもつことが必要である。この段階ではまだ電子計算機やフ゜ログ
ラムの詳細な知識は必要としないが，しかしデータ処理問題と装置，方法の
能力と限界を理解できることは必要である。この点の不備を補う意味で，場
合によっては，経験者の雇傭，或は有能な専門コンサルタントの一時的な参
加ということも生ずる。
研究チームの長は，企業全体の機能と業務に広い範囲にわたって理解を有
し，この主要な作業を自ら指揮計画し遂行しうる人であるべきである。彼の
特殊な個人的な性格として，
1. 信頼させるように，また説得力のあるように伝達できる能力
2. 非常に理路整然と論理的に推論し，考察する高度の能力
3. 種々の機能と過程を示す色々のグループと仕事をする能力
4. 含まれる機能的領域の知識と経験
があげられる。
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これら人事に関してもトップ・マネジメントの支持が重要な意味をもって
くる。 (14) 
経営者に対する報告
研究チームは，一つ或はそれ以上の提案される新しいシステムの仮の設計
を作成したならば，その活動範囲，判定，勧告について， トップ・マネジメ
ントに報告しなければならない。これらの報告書類は，それにもとづいて将
来のデータ・プロセッシング・システムを組み立てる基礎となるのであるか
ら，わかりやすくそして綿密に作成されねばならない。
報告書の概要は次の如きものである。
1. 結論と勧告の簡単な記述
(a) 新l日両システムの費用の差異
(b) 提案されるシステムに必要な主要な資源
(c) 提案されるシステムの特別な効果
(d) 研究チームの主要な勧告
2. 結論と勧告の詳細な記述
(a) 費用の数字の分類
(b) 特別な効果の説明
(c) 勧告を支持する詳細な理由
3. 研究に対する支持材料
(a) 経営者に対するグループの準備的報告書
(b) どのように研究が行われたかを示す概要書
(c) 利用可能な電子計算機の簡単な記述
(d) 調査による全体的な判定事項の複写
(e) 提案されるシステムの領域が選定された審議内容
トップ・マネジメントはこの報告書類にもとづいて，次の段階の適用研究
(application study) に進むべきかどうかを決定する。機械化実施の可否の判
定材料として非常に重要であり，若しこの段階に於てその効果に疑問を感ず
るような予地がなお存在するならば，経営者は計画の重大な変更を決意する
(14) R. H. Gregory and R. L. Van Hom, ibid. pp. 520~522. 
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のに吝であってはならない。しかしながら経営者は追加費用よりも効果の面
の積極的性格に注目し，承認を与えたならば，これを機械化の基本方針とし
て確認し， トップ・ボリシーとして権威づける必要がある。また企業の全部
門にも配布説明し，今後常に協力が正しい方向で得られるようにしておかな
ければならない。
w 適用研究と機種の選定
(15) 
適用研究の範囲と内容
この適用研究ほ，前段階の適用可能性の研究のより詳細なそして綿密な拡
張であり，そしてそれは適用可能性の研究の概括的な計画と範囲の枠組内で
行われるべきである。適用研究は，（1）電子計算機の使用のためのシステムの
再設計，或は一連の手続，また (2)そのシステムの特定の必要事項に適合す
るような機械装置の選定と仕様書を確定する詳細な過程の研究として，より
精細なものと定義される。
この研究グループの仕事は，新しいシステムの正確な形態を決定すること
であり，次のような多くの重要な要素を決定する。
1. 必要なアウトプットの内容．形式，作成時機．作成部数，配布先
2. 上記のアウトプットを作成するために必要な・インプット・データの内
容，形態，発生場所と段階，処理周期，推定数量，インプットの方法と方
翌
3. 上記インプット・アウトプットを結ぶ電子計算機の処理過程の概略
4.新たに作成する，或は除去するファイル，またその処理方法（集中化，
分散化，ランダム・アクセスの利用）
5.変更すべき方法と手続（プロセス・チャートの作成）
6. 機械化予定領域で行われる組織変更
7. 採用する，或は廃止する機械装置
(15) R. H. Gregory and R. L. VanHorn, ibid. pp. 528~532. 前川良博著「E
DPシステム設計入門」（昭42 日刊工業新聞社）
(16) 拙著「ホワイトカラーのための電子計算機入門」（昭42青山書店） pp.19~34.
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以上のような諸項目を整理し，文書化したものが， EDPシステム基本構
想であり，これによって EDPシステムを設計推進して行くための方向や範
囲，その内容等が，先の基本方針に沿って固められたことになる。
この結果が承認されたならば，電子計算機メーカーヘの申込の準備，機械
装置の評価と選定へと続く。
(17) 
組織と要員
適用可能性研究の参加者が適用研究グループの中心となることができる。
より詳細な作業が含まれるので更に要員の追加が必要である。また各部門の
代表者の積極的な協力がより重要となる。グループの構成要員として次の人
々をあげることができる。
(1) 研究チーム担当管理者
前段階の研究チームの責任者が引続き担当することが望ましいが，この段
階に於て，彼は次のようなことに対し責任を負うべきである。
1. 研究をスケジュール通り，予算内で遂行すること。
2. 研究を行う作業グループ．スタッフ・グループと最初から接触をたも
つこと。
3. 研究グループに対し教育訓練と便宜を与えること。
4. 機械装置の製造業者と交渉すること。
5. データ処理に影響を与える政策決定に参与すること。
6. システム設計によっての影響について，経営者や企業内の他の人々に
知らせること。
彼は組織とそのデータ，インフォメーションの問題について十分な知識を
持つべきであるという意見と，更にその上に使用されるだろう電子計算機に
ついての経験をも持つべきであるという意見がある。現状でほ両者ともに経
験を持つ人はまだほとんど稀であるが，しかし将来はそのような人も多数生
れるだろう。
(2) システムアナリスト，プロジェクトアナリスト
システム・アナリスト (seniorsystem analysts) は全体的なシステム設計
(17) R. H. Gregory and R. L. Van Horn, ibid. p. 508, pp. 533 ~ 537. 
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について元来責任を負うべきものであり，大きな仕事のときには数人必要の
場合もある。優秀な一人の人で十分なこともあるが，彼の仕事はシステムを
成功に導く限界要素である故，彼は利用できる最高の人でなければならない。
システム・アナリストのもとに若干のプロジェクト・アナリスト (junior 
project analysts)を置き，彼等を助言し，指導して特定の領域の指定された
仕事を割当て分担して行わせる。
システム・アナリストに要求される性格として，次のようなものがあげら
れ翌
根性が旺盛で，科学的アプローチの手法が身についていること {analyst)。
すなわち，飽くことなき研究意欲と積極性に富むこと，さらにそれらに加え
て，電子計算機に関する知識，経験のあること，またOR的考え方と手法
（事象を抽象化して数式化しうる能力）を心得ていること。広い階層の人々，
どんな反対意見をもつ人々とも話合い説得し，計画が達成されるまで長期持
続力のあること (counsellor,persuader)。社内の仕事に通暁し，それらを大
局的綜合的観点から把握できること。進取の気象に富み，新しい問題への関
心が強く，未経験の分野に対しても充分な想像力が働き，それらを開拓する
創造力が豊富であること (creator,innovator)。実行した結果を適正に評価検
討し，予定の成果があがるようにフィードバックがすぐれていること。等が
あげられる。
プロジェクト・アナリストは，システム・アナリストよりも技術，経歴，
特性の必要性は少なくともよいが，彼等の仕事の出来栄は，彼等の分析能力，
率先力，作業員と協調して行く能力にかかっている。
ところでこのような有能な人材を，初期の段階に企業内で得ることは，非
常に困難であり，差当ってはコンサルクントを利用することもあるが，他部
門から適任者を求め，できるだけ早く自社教育（メーカーの援助もうけ）に
より養成せねばならない。
（なお将来は，経営機械化の進展にともない，古参の専門アナリストがライ
(18) B. L. J. Hart, ibid. pp. 217 ~221. R. R. Arnold and others, Introduction 
to Data Processing. 1966 (Tohn Wiley) pp. 291 ~ 292. 拙著「事務管理論」
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ンに転出し，また逆に各ラインの中堅者が， 1年乃至 2年間電子計算機関係
部門へ出向して，この方向の研究を身につけ，自己のライン領域の機械化に
寄与し貢献すると共に，企業内部にEDPSの理解者を増加させ， EDPS
を特定のスクッフだけのものでなく，ラインの積極的な理解と協力が得られ
るものとすることが，経営機械化を真に効果あるものとするために重要な方
策である。）
(3) その他
その他，この段階からプログラマー (programmers) を要員に含めること
もあるが，一般的には機種選定，発注後でよいと考える。事務と技術的補助
者を加えて，フロー・チャート，デーク・シート，その他のフォームの作成，
コビーの準備等時間のかかる仕事の取扱を担当させるのもよい。
(19) 
機械装置の選定
システムの基本的構造とそれに必要な機械装置の大体の規模が明らかにな
ったならば，メーカー（複数）の入札を求めることができる。その場合，で
きれば業者にすべてのフロー・チャートとデータ・シートの写しを送るのが
よい。若し業者が関心を示せば，問題点をよりよく理解するために，研究グ
ループとさらに話合うために代表を多分送るだろう。
機種選定のために考慮すべき点は種々存在する。まずこれから実施しよう
とする機械化対象領域の作業の特性が大きく影響する。基本方針以来研究さ
れて来た予定対象作業が，バッチ (batch)処理的なものか， リアル・タイム
(real-time)処理的なものか，或は複雑な計算処理 (OR等の）を必要とする
ものかによって， 1/0設備，記憶容量，処理速度等ハードヴェア (hardware)
(19) R. H. Gregory and R. L. Van Hom, ibid. pp. 543 ~ 551. 0. S. Nelson 
and R. S. Woods, ibid. pp. 622~724, 626~628. R. W. Lott, ibid. pp. 110 
~111. 産業能率短大編前掲書 pp.308~310. 岡島陽一稿「電子計算機システム
の選定について」(Computer_Report 1966年2月号）．田中時男他稿「機種選定と機
器構成の着眼点」（事務管理1967年6月号）．西尾出他稿「導入機種選定のポイント」
（事務管理1966年1月号）．土岐秀雄稿「電子計算機の設備システム」（事務管理1966
年1月号）．なお土岐氏紹介の J.A. Campiseの「コンビュータの機種比較のため
の定量的アプローチ法」は参考になる。同様の説明は O.S. Nelson and R. S. 
Woods, ibid. pp. 627 ~ 628．にもある。
. 
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上の検討すべき点が異ってくる。予定適用業務を処理するに最低限必要な機
能をもった機械構成をまず考え，予算面でなお余裕がある場合には，今後の
適用領域の拡大される方向を考慮に入れて，まず主記憶装置の容量，つぎに
処理速度，•さらに磁気テープ装置や磁気ディスク装置等の順序で増設するこ
とに活用すべきである。また予算が現在では十分余裕のない場合でも，それ
らの増設の可能性が将来簡単に行なえるような機種（ファミリ一方式，ビル
ディング・ブロック方式が可能な機種）を選定しておく必要がある。最初か
ら機械装置をフル・キャパシティで使用することはめったにないが，普通急
激にその使用効率は高まり，主記憶装置の容量等はすぐに不十分になること
が多い。
つぎに使用できるプログラム言語，メーカーから提供される各種のプログ
ラム，またオペレーテング・システム等 (softwarepackages)について検討す
る必要がある。ハードウェアについては現在メーカー間に大した差はなくな
って来たが，ソフトウェアの場合にはそうはいえない。プログラミングに必
要な金額はハードウェアの費用に匹敵するので，導入の可否を検討する際に，
あわせてソフトウェアの差による費用の違いを予測することが大切である。
一般に，ソフトウェアの差を把握不可能としてしまう傾向がある。しかし，
これらの差が重要であれば（事実，重要であるので）， iまっきりと評価する必
(20) 
要がある。機種特有のアッセンプラー以外に，今後は FORTRAN,COBOL
の使用可能なこと，特殊なユーティリティ，サプ・ルーチン・プログラムが
豊富に提供されうることが不可欠の条件である。なおアッセンプルやコンバ
イルする所要時間もチェックする必要がある。オペレーテング・システムは，
(21) 
大型機やリアル・タイム・コンビュータでは重要なファクターとなる。これ
らの点は，綜合的に，ソフトウェアの不備が機械の実稼動時間に影響を与え
る度合の大小によって判定される。できれば基本的なプログラムを実際に機
械にかけてみる機会をもつことが，判定のためのよい資料として推薦される。
使用予定の周辺機械装置についても，それらが全体のシステムとして仕事
(20) 村松林太郎他訳前掲書 p.42. 
(21) 拙著「ホワイトカラーのための電子計算機入門」 pp. 83~103. 
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を遂行する能力が，基本的な判定基準となる故，検討されねばならない。
これらの点の詳細は，各メーカーから提出される書類によって比較検討さ
れるのが通例であるが，メーカーの見積りは能力を過大評価する傾向があり，
また初めてユーザーなる企業は，正確な見積り能力があるとは考えられない
故，検討中の機種によってすでにある程度の使用経験を持っているユーザー，
それもできるだけ業種的に近いユーザーを選び，その経験を聞くことがなに
よりの参考になる。
その他，導入した機械装置に対するメーカーのバックアップ体制の如何，
教育に対するメーカーの準備等が問題となる。故障に対する修繕サービスの
体制は，メーカーの担当者からどの程度協力が得られるか以外に，緊急作業
の際にダウンした場合，メーカーがバックアッフ゜・マシンを持っていたり，
他のユーザーの機械の斡旋を行なう程度まで可能なのが望ましい。教育につ
いては各メーカーとも努力されているようであるが，まだ十分とは言えない。
特に，システム分析，プログラムの教育が不十分である。
機種が決定すれば，買取りが有利か，賃借制度を利用するのが有利かを決
定する問題がある。この決定的な判定基準は企業の資金計画に関する問題と
機種装置の耐用年数の問題である。しかしこの点の詳細な研究は他の機会
（「経営機械化の経済性」）に取上げることとする。
V 導入と事後検査
(22) 
機械装置の導入前
製造業者との契約から電子計算機の搬入までの間は普通長期間を要するの
で，この期間をしばしばリード・タイムと呼ぶ。その間にプログラム作成に
関する種々の作業，要員の選抜と教育訓練，帳票類の発注，チェック方法の
設計，機械化関係マニュアルの作成，機械室関係の準備，関連組織の変更，
(22) R. H. Gregory and R. L. Van Horn, ibid. pp. 558~669. D. H. Brandon, 
Management Standard for Data Processing, 1963 (D. Van Nostrand) pp. 7~_15. 
岡島陽一稿「EDPS要員の選定と教育訓練」(ComputerReport 1966年4月号）
保坂孝稿「EDP担当者の養成計画」（事務管理1967年6月号），産業能率短大編前掲
書 pp.146~ 189. 
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社内のPR等多数準備を行うことが必要であるが，機械装置が引渡される約
束の日をすべての準備作業を完成させる目標日として，予定日通りに各導入
準備作業が行われるために，またすべての重要な問題点が含まれることを確
めるために，各々の作業の関係，夫々の必要期間等を明示する相互関連図表
を作成するのがよい。これには棒グラフ・チャート， 或は最近では PERT,
(23) 
CPMのスケジュール技術を利用することが多い。
そのうち重要なプログラムの作成方法についてはすでに別の機会に取扱っ
(24) 
たRで，またチェック方法の設計，関連組織の変更等は今後別個に検討しよ
うと思う（「電子計算機と監査」「経営機械化の進展と経営組織」）ので，ここ
ではプログラマー等の教育問題について若干の見解を展開する。
プログラマーの教育は，機種の決定後に，最初はメーカーの講習会を活用
して行うことで可能であるが，メーカーによる基礎教育のみでなく実習をと
おした教育の機会をもてるように考えねばならない。技術計算の場合は別と
して，事務計算の場合は数学科出身者でない文科系出身者でも（或は高卒で
も），堅実性と忍耐力があり，特に論理的思考にすぐれた頭脳の持主であれば
問題はない。
システム・アナリストやプログラマー等 EDPS関係要員の今後の教育問
題に関して，今年のコンビュータ白書に於ても'-また日本会計研究学会の昭
(25) 
和41年度会計教育特別委員会の報告書に於ても，大学に於けるコンビュータ
教育の重要性を指摘しているが，まだわが国の大部分の大学では，一部の学
部を除いてコンビュータに関連する科目をおいているところは少ない状態で
ある。また筆者自身この方面の教育について数年来若干関係して来た経験上
感ずることは，社会科学系学生のこの方面に関する関心は急激にたかまりつ
つあるようであるが，まだ相対的に低く，また関心の度合の高い学生でも必
ずしもこの方面への適性（上記の性格）のある者がないことを痛感する。こ
のことは根本的に戦後の教育，特に文科系私立大学の教育方法に問題がある
(23) 拙稿「PERT.CPM序説」（商学論集第 9巻第5号，第6号）
(24) 拙著前掲書 pp.71~83. 
(25) 雑誌「会計」第92巻第 2号 pp.117~143. 
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のではないかと考える。
オペレーターはプログラマーが兼務することもあるが，若し別におく場合
その教育訓練はプログラマー程困難ではない。しかしオペレーターにもフ゜ロ
グラムの教育は必要である。オペレーターは定められた処理手続を踏んで，
誤りなく機械を操作する綿密性と積極性及び他との協調性に富んだ強健な人
(26) 
でなければならない。
EDPSの直接関係者以外の人々に対する PR効果を含めた教育もこの期間
には必要である。最初は機械化による従来の作業手順や組織の変更にともな
う不安感を解消させることに大きな目的があるが，新しいシステムが軌道に
乗った後は，むしろ積極的に他のライン担当者を教育し，各部門に於て少し
でも多く EDPSを理解する人を増加させることが非常に重要である。
(27) 
機械装置の導入後
機械装置が搬入されたならばテストを行い，新しいシステムヘの切替えま
でに若干の新旧システムの並行試行期間をもつ。
機械装置そのもののテストは，メーカーに於て搬入されるまでに十分行わ
れているしまずである故，準備されたデータ，プログラムを使用して，予定通
りのリポート類が得られるかというシステム機能が正常に働くかどうかのテ
ストが重要である。連続40時間乃至80時間の作業に 1乃至 2時間以下の予定
外の故障時間であれば優秀な信頼性を示すものと考えられる。
新しいシステムの信頼性が若干の並行試行作業によって証明された時，実
際に取引に対する責任は新しいシステムに移すことができる。旧いシステム
は結果の正確性を証明し，また転換時のシステムの失敗を生じないように保
護するために，しばらくの間はそのまま行われる。
関連のあるすべての人々が転換の場合に行うべきこと及びそれが完了する
時点を知らされるべきである。さらに，その職務が転換によって変るだろう
(26) 選抜の適性テストについて次を参考のこと。 R. H. Gregory and R. L. Van 
Horn, ibid. pp. 536~539. 雑誌「事務管理」 1967年8月号（電子計算機要員の適
性テスト特集）
(27) R. H. Gregory and R. L. Van Hovn, ibid. pp. 570~571. 
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と考えられるすべての人々は，新しい職責と転換時点を知らされるべきであ
る。新しい変化について公示を行うことは非常に望ましいことである。
(28) 
事後検査
新しいシステムヘの転換に成功したならぼ新しい挑戦の期間がはじまる。
並行試行期間に発生したさまざまな問題について，検討会議或は反省会議が，
対象関係部署の人たちも参加して行われるとともに，最初の機械化にあたっ
てはその複雑さの故に取上げずに次の機会まで延期された問題，さらに新し
く発生した問題についての今後の研究がスタートすることになる。
VI あとがき
EDPシステムの導入は企業にとって非常に重大なプロジェクトを推進す
ることであり，単なる一部門の機械化というような問題ではなく，経営全体
にわたる問題である故，技術的な問題としてではなく，経営の問題として，
トップ・マネジメントが経営政策の一環としてその基本的性格を明らかにし，
明確な意思決定を行い，その計画の進行中常にバックアップし，全従業員の
(29) 
積極的な協力を得ることが重要なポイントになる。電子計算機の性能の向上
と相対的低廉化傾向にあるとき，今後導入を検討する企業が急激に増加する
だろうと予想される状態に対し，この論述に於ても，技術的詳細な問題を取
上げることよりも，概要ではあるが，あくまで経営的問題として検討を行っ
た。
(28) ibid. pp. 576 ~ 577. 
(29) J. T. Garrity, Top. Management and Computer Profits. (H. B. R. July-
August,. 1963) 
